
【地方分権及び規制緩和に関する特別委員会】

　（１）審議概観

　第132回国会において地方分権及び規制緩和に関する特別委員会に付託され

た法律案は、内閣提出１件が成立した。

　また、本委員会付託の請願３種類、４件は、いずれも保留となった。

　〔法律案の審査〕

　地方分権推進法案の提出に至る経過及びその内容、審査経過は以下のとおり

である。

　地方分権に関しては、戦後半世紀にわたり、多くの提言、勧告がなされてき

た。臨時行政改革推進審議会（第３次行革審）の「豊かなくらし部会」が、国

と地方の権限の抜本的再配分について論議を行い、平成４年６月、法改正を要

しない特定の事項について地方分権の試行的実現を図る「地方分権特例制度」

　（パイロット自治体制度）が、第３次行革審の第３次答申としてまとめられ、

国会においても、その在り方について、活発な論議が行われた。

　その後、平成５年６月の第126回国会において、衆・参両院の本会議で「地

方分権の推進に関する決議」が全会一致で行われた。地方分権推進の決議は、

史上初めてであり、極めて大きな政治課題と認識されることとなった。

　平成５年10月28日には、第３次行革審は、最終答申において、地方分権推進

のため６項目の提言を行っている。それは、①抜本的な地方分権の必要性、②

国と地方の役割分担の本格的な見直し、③国からの権限の移管等の推進、④地

方自治体の財政基盤の強化、⑤自律的な地方行政体制の確立、⑥地方分権に関

する立法化等の推進である。政府は、これを受けて、平成６年２月８日、閣議

決定した「今後における行政改革の推進について」（中期行革大綱）において、

地方公共団体を含む関係者の意見をも踏まえつつ検討を行い、国・地方の関係

等の改革に関する大綱方針を平成６年度内に策定し、大綱方針の策定後、直ち

に地方分権推進に関する法律の制定を目指すことを打ち出した。これを同年３

月に行われた細川総理の所信表明では、策定は「平成６年内」に繰り上げられ、

政治公約となった。

　その後、全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国市長会、全国市議会議

長会、全国町村会、全国町村議会議長会からなる地方６団体は、「地方分権の

推進に関する意見書―新時代の地方自治―」をまとめ、平成６年９月26日

に国会に意見書を提出し、内閣に対し意見を申し出た。

　一方、平成６年４月から発足した第24次地方制度調査会は、内閣総理大臣



　（当時は羽田総理）から諮問を受け、大綱方針策定に向けて検討を行い、10月

に中間報告、11月22日には「地方分権の推進に関する答申」を村山総理に提出

した。

　政府は、以上のような答申・意見書を受け、平成６年12月25日、地方分権の

推進に関する大綱方針を閣議決定した。そこでは、法律の制定について「委員

会の設置を含む地方分権の推進に関する法律案について、早急に検討を進め、

具体的成案を得て通常国会に提出する。」とされていた。

　本法律案は、以上のような経過を踏まえて提出されたものである。

　その内容は、第１に、地方分権の推進は、各般の行政を展開する上で国及び

地方公共団体が分担すべき役割を明確にし、地方公共団体の自主性及び自立性

を高め、個性豊かで活力の満ちた地域社会の実現を図ることを基本理念とし、

国及び地方公共団体の責務について規定すること。

　第２に、地方分権の推進は、国においては国際社会における国家としての存

立にかかわる事務など国が本来果たすべき役割を重点的に担い、地方公共団体

においては地域における行政の自主的かつ総合的な実施の役割を広く担うこと

を基本方針とし、国は地方公共団体への権限の委譲を推進するとともに、地方

公共団体に対する国の関与、必置規制、機関委任事務、補助金等の整理及び合

理化その他所要の措置を講ずること。また、国は地方税財源の充実確保を、地

方公共団体はその行政体制の整備確立を図ること。

　第３に、政府は、地方分権の推進に関する基本方針に即して地方分権推進計

画を作成し、国会に報告するとともに、その要旨を公表しなければならないこ

と。

　第４に、両院の同意を得て内閣総理大臣が任命する委員７名からなる地方分

権推進委員会を総理府に設置し、委員会は、地方分権推進計画の作成のための

具体的な指針を勧告するとともに、計画に基づく施策の実施状況を監視し、そ

の結果に基づいて必要な意見を述べること、また、委員会に事務局を設けるこ

となどである。

　なお、衆議院において、この法律案の対案として「地方分権の推進に関する

法律案」が提出され、政府案とともに論議された後、内閣提出の本法律案が一

部修正されて可決された。それは、第５条に「地方自治の確立を図る観点から

の」という文言が加わり、第11条には、第２項「内閣総理大臣は、前条第１項

の勧告を受けたときは、これを国会に報告するものとする。」が追加された。

　委員会においては、地方分権を今推進することの意義、国と地方公共団体と

の役割分担の明確化、分権に伴う地方税財源の充実確保の方策、国と地方との

人事交流の在り方、地方公共団体側の意見の反映できる委員会委員の人選の必



要性、５年間の時限立法の妥当性と具体的スケジュールなどの質疑が行われた。

この間、富山・大分両県に委員が派遣され、地方公聴会が開催されるとともに、

参考人からの意見聴取も行われている。

　質疑終局後、勝木理事から、国の役割の一層の限定と地方公共団体の役割の

明確化、機関委任事務制度、地方債許可制度等の廃止、委員への地方６団体推

薦者の参加等を内容とする修正案が提出され、討論の後、修正案は否決され、

本案は原案どおり可決された。なお、機関委任事務の整理・合理化と制度の在

り方の検討外３項目の附帯決議が行われた。

　〔国政調査等〕

　４月24日、規制緩和推進計画について、山口総務庁長官及び政府委員より説

明を聴取した。また、６月２日、地方分権の推進及び規制緩和に関する調査の

うち、規制緩和に関する件について、参考人として、経済団体連合会流通委員

会委員長代行・企画部会長、株式会社クレディセゾン相談役青木辰男君、政治

評論家屋山太郎君及び日本消費者連盟運営委員長富山洋子君の出席を求め、意

見を聴取した後、質疑を行い、また、政府に対する質疑も行った。

　（２）委員会経過

○平成7年１月20日（金）（第１回）

　○特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成7年２月15日（水）（第２回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○地方分権の推進及び規制緩和に関する件について山口総務庁長官から所信

　　を聴いた。

　○地方分権の推進に関する件について野中自治大臣から発言があった。

　○当面の行政改革の推進方策及び地方分権の推進に関する大綱方針について

　　政府委員から説明を聴いた。

　○参考人の出席を求めることを決定した。

○平成７年２月17日（金）（第３回）

　○地方分権の推進に関する件について以下の参考人から意見を聴いた後、各

　　参考人に対し質疑を行った。

　　　東洋大学法学部教授　　　　　　　　　　　　　　坂田　　期雄君

　　　金谷町長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　孕石　　善朗君

　　　立教大学法学部教授　　　　　　　　　　　　　　新藤　　宗幸君



○平成７年３月15日（水）（第４回）

　○地方分権の推進及び規制緩和に関する件について山口総務庁長官、野中自

　　治大臣、政府委員、農林水産省、通商産業省、運輸省及び内閣官房当局に

　　対し質疑を行った。

○平成7年４月24日（月）（第５回）

　○地方分権推進法案（閣法第61号）（衆議院送付）について山口総務庁

　　長官から趣旨説明を、衆議院における修正部分について衆議院地方分権に

　　関する特別委員長代理山本拓君から説明を聴いた。

　○規制緩和推進計画について山口総務庁長官及び政府委員から説明を聴いた。

○平成7年４月26日（水）（第６回）

　○地方分権推進法案（閣法第61号）（衆議院送付）について山口総務庁

　　長官、野中自治大臣及び政府委員に対し質疑を行った。

　○また、同案審査のため委員派遣を行うこと及び参考人の出席を求めること

　　を決定した。

○平成7年４月28日（金）（第7回）

　○規制緩和推進計画について山口総務庁長官、政府委員、厚生省、運輸省、

　　建設省、自治省、大蔵省、公正取引委員会及び労働省当局に対し質疑を行

　　った。

　○地方分権推進法案（閣法第61号）（衆議院送付）について山口総務庁長官、

　　野中自治大臣及び政府委員に対し質疑を行った。

○平成７年５月10日（水）（第８回）

　○地方分権推進法案（閣法第61号）（衆議院送付）について以下の参考人か

　　ら意見を聴いた後、各参考人に対し質疑を行った。

　　　早稲田大学政治経済学部教授　　　　　　　　　寄本　　勝美君

　　　地域活性化研究所代表　　　　　　　　　　　　川島　　正英君

　　　自治体問題研究所常務理事　　　　　　　　　　池上　　洋通君

　○派遣委員から報告を聴いた。

　○地方分権推進法案（閣法第61号）（衆議院送付）について山口総務庁長官、

　　野中自治大臣、政府委員、厚生省、大蔵省及び労働省当局に対し質疑を行

　　った。

○平成7年５月12日（金）（第９回）

　○地方分権推進法案（閣法第61号）（衆議院送付）について村山内閣総理大

　　臣及び政府委員に対し質疑を行った後、可決した。



　　　（閣法第61号）　　賛成会派　自民、社会、平成、新緑、共産

　　　　　　　　　　　反対会派　なし

　　　なお、附帯決議を行った。

○平成7年６月２日（金）（第10回）

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○規制緩和に関する件について以下の参考人から意見を聴き、各参考人に対

　　し質疑を行った後、山口総務庁長官、政府委員、建設省、農林水産省、文

　　化庁、国土庁、労働省、通商産業省、経済企画庁及び消防庁当局に対し質

　　疑を行った。

　　　経済団体連合会流通委員会委員長代行・企

　　　画部会長、株式会社クレディセゾン相談役　　　青木　　辰男君

　　　政治評論家　　　　　　　　　　　　　　　　　　屋山　　太郎君

　　　日本消費者連盟運営委員長　　　　　　　　　　富山　　洋子君

○平成７年６月14日（水）（第11回）

　○請願第11号外５件を審査した。

　○地方分権の推進及び規制緩和に関する調査の継続調査要求書を提出するこ

　　とを決定した。

（３）成立議案の要旨・附帯決議

　　　　　　　　　　地方分権推進法案（閣法第61号）

　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案の主な内容は、次のとおりである。

１　総則

　(1)　この法律は、地方分権の推進について、基本理念並びに国及び地方公共

　　団体の責務を明らかにするとともに、地方分権の推進に関する施策の基本

　　となる事項を定め、並びに必要な体制を整備することにより、地方分権を

　　総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

　（2）地方分権の推進は、各般の行政を展開する上で国及び地方公共団体が分

　　担すべき役割を明確にし、地方公共団体の自主性及び自立性を高め、個性

　　豊かで活力に満ちた地域社会の実現を図ることを基本として行われるもの

　　とする。

　(3)国は、地方分権の推進に関する施策を総合的に策定・実施する責務を有

　　し、地方公共団体は、その行政運営の改善及び充実に係る施策を推進する

　　責務を有する。国及び地方公共団体は、国及び地方公共団体を通じた行政



　　の簡素化及び効率化を推進する責務を有する。

２　地方分権の推進に関する基本方針

　(1)　地方分権の推進は、国においては国際社会における国家としての存立に

　　かかわる事務、全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動若し

　　くは地方自治に関する基本的な準則に関する事務又は全国的な規模で若し

　　くは全国的な視点に立って行わなければならない施策及び事業の実施その

　　他の国が本来果たすべき役割を重点的に担い、地方公共団体においては住

　　民に身近な行政は住民に身近な地方公共団体において処理するとの観点か

　　ら地域における行政の自主的かつ総合的な実施の役割を広く担うべきこと

　　旨として、行われるものとする。

　（2）国は、国と地方公共団体との役割分担の在り方に即して、地方公共団体

　　への権限の委譲を推進するとともに、地方公共団体に対する国の関与、必

　　置規制、地方公共団体の執行機関が国の機関として行う事務（機関委任事

　　務）及び地方公共団体に対する国の負担金、補助金等の支出金の整理及び

　　合理化その他所要の措置を講ずるものとする。

　（3）国は、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保を

　　図るものとする。

　（4）地方公共団体は、行政及び財政の改革の推進その他必要な措置を講ずる

　　ことにより地方分権の推進に応じた地方公共団体の行政体制の整備及び確

　　立を図るものとし、国は、地方公共団体に対し必要な支援を行うものとす

　　る。

３　地方分権推進計画

　(1)　政府は、地方分権の推進に関する基本方針に即し、地方分権推進計画を

　　作成しなければならない。

　（2）内閣総理大臣は、地方分権推進計画の案を作成し、閣議の決定を求めな

　　ければならない。

　（3）政府は、地方分権推進計画を国会に報告するとともに、その要旨を公表

　　しなければならない。

４　地方分権推進委員会

　(1)　地方分権推進委員会（以下「委員会」という。）を総理府に置く。委員

　　会は、地方分権の推進に関する基本的事項について調査審議し、その結果

　　に基づき、地方分権推進計画の作成のための具体的な指針を内閣総理大臣

　　に勧告するとともに、地方分権推進計画に基づく施策の実施状況を監視し、

　　その結果に基づき内閣総理大臣に必要な意見を述べる。

　(2）内閣総理大臣は、委員会の勧告又は意見を尊重しなければならない。



　（3)委員会は、優れた識見を有する者のうちから、両議院の同意を得て内閣

　　総理大臣が任命する非常勤の委員７人をもって組織し、委員会に事務を処

　　理するため事務局を置く。

　（4）委員会は、行政機関及び地方公共団体の長に対して、資料の提出、意見

　　の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができるものとしているほ

　　か、特に必要があると認めるときは、自ら行政機関及び地方公共団体の業

　　務の運営状況を調査することができるものとする。

５　附則

　（1）この法律は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において政令

　　で定める日から施行する。ただし、委員会の委員について両議院の同意を

　　得ることに関する部分は、公布の日から施行する。

　(2）この法律は、前号の政令で定める日から起算して５年を経過した日にそ

　　の効力を失うものとする。

　なお、本法律案は、衆議院において、地方公共団体に対する国の関与等の整

理及び合理化その他所要の措置を講ずるについて、「地方自治の確立を図る観

点からの」の文言を加えるとともに、内閣総理大臣は、委員会から勧告を受け

たときは、これを国会に報告する旨の修正が行われた。

　　　　　　　　　　　　　　　【附帯決議】

　地域における行政の自主性・自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社

会の実現を図るため、政府は、本法施行に当たり、左記の事項について善処す

べきである。

１　国と地方公共団体との役割分担を明確にすること。

２　地方公共団体の執行機関が国の機関として行う事務の整理・合理化につい

　ては、廃止を含め積極的に推進するとともに、制度そのものの在り方につい

　ても検討すること。

３　地方公共団体が事務事業を自主的・自立的に執行できるよう、課税自主権

　を尊重しつつ、地方税財源の充実・強化を図るとともに、地方債許可制度に

　ついては、一層の弾力化、簡素化を図ること。

４　地方分権推進委員会の委員の人選に当たっては、地方公共団体の意見が十

　分反映されるよう配慮すること。また、地方分権推進委員会の運営に当たっ

　ては、自主性が確保されるとともに、審議状況ができるだけ周知されるよう

　配意すること。

　右決議する。
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